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合　　計 11139　100．0％ 2302　　100．0％ 185　　100、0％ 353　　100．0％ 214　100．0％
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5．考察・まとめ
　日本においては、戦後60年が近づくにつれ、日米同盟を中心とした社会システムの再検討・再構
築が迫られる時期を迎えている。これまでは、あたかも「外国といえばアメリカ」というような意
識すらみられたが、今回でいえば、アフガニスタンやイラクといった中東諸国、さらにはもっと多
様な国際社会に対する豊かな視点を持つことこそが緊急の課題であろう、日本の報道は、この点に
ついて、現段階では残念ながら不十分なものであるといわざるを得ない。
　本論の結果が示すように、同時多発テロ事件からアフガン戦争にいたる一連の新聞報道の特徴は、
以下のようにまとめられよう。
　第一に、記事数が全体を通して膨大で、かつ記事の種類が非常に多岐にわたっており、同時多発
テロ事件が社会に対して、非常に大きな、かつ広範囲にわたる影響をもたらしていたということが
あらためて確認された。政治面や国際面だけでなく、文化面やスポーツ面にまで関連する記事が及
んでおり、日本にとどまらず世界にとっても大きな事件であったということがいえよう。
　第二に、それほどの重大な事件でありながら、その背景を掘り下げたり、積極的な批評を行うよ
うな記事が決して多くはなかった。分析結果からも明らかなように、報道記事がその多くを占めて
いることが明らかになった、
　第三に、こうした報道記事についても、その発信元に大きな偏りのあることが分かった。例えば、
今回の事件についていえば、カタールの衛星テレビ局アルジャジーラの登場によって、イスラム諸
国発信の情報が少しずつでも登場しているとはいえ、自社取材の他の主な発信元は、アメリカを中
心とする欧米の通信社などが提供するものに偏っていた。また、テーマに関してもアメリカ側の問
題に偏っていた一
　確かに、同時多発テロ事件はアメリカで起きた事件であるにしても、アフガン戦争の主戦場がア
フガニスタンであることを考えれば、この偏りの持つ意昧は決して小さくはないだろうcすでに、
1980年代において、ユネスコのマクブライト委員会（1980）が、世界に流通する情報の発信元が先進
国に偏っているという問題点を指摘しているにもかかわらず、依然として同じ状況から脱却してい
ないということが伺える。
　9・11同時多発テロ事件以後、アメリカでは愛国主義的な世論が隆盛し、アメリカのメディアも
また、これに巻き込まれていた、発信元がそうした状況下にあった情報を、日本の新聞報道が数多
く掲載していたという点は、今後の日本社会全体の行く末を構想していく上でも、今一度、真剣に
考え直すべき問題点であるといえよう。
　このような結果からいうならば、日本の新聞報道は「客観報道＝中立主義」が形式化してしまい、
積極的な解説や批判を欠き、かつ、ことの結果だけを報道する「結果ジャーナリズム」に陥ってい
るといっても過言ではあるまい、また、ここで明らかになった問題点は、単に新聞というマス・メ
ディアのみを批判して終わるものではない、，むしろ、報道の実態に関する体系的で実証的な研究の
蓄積を重ねてこなかった研究者にも、反省を迫るものであるといえよう。
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　同時多発テロ事件に関する新聞報道の質的な内容分析としては内藤編（2003）t．他に『新聞研究』誌や
「創』誌が特集を組んだほか（日本新聞協会2001、2002、および高野t芝生2001など）、外岡・枝川・室編
（2001）や柴山（2003）、門奈（2004）など．また湾岸戦争時の報道については、佐藤（1996a、1996b）など
が詳細な検討を加えている／t
　この点については、第・に内容分析という研究方法が非常に手間のかかる方法であり、なかなか研究者が
一個人として行うのは困難であったという点、第二には、日本国内だけでなく国際社会においても社会的危
機状況が頻発し、第一の点とも絡み逐一対応し切れなかったという原因が考えられる。あるいは、報道内容
の1次的資料、およびその研究を保存するアーカイブなどが未整備であるがゆえに、歴史的に問題点を捉え
ることがなかなかできなかったという点も指摘できよう（アーカイブ整備の検討については、本論文の紙幅
にあまるが、補足的な問題提起として触れておきたい．したがって本論文は、当該の事件に関する報道の問
題点だけでなく、今後に向けてより歴史的かつ体系的に問題点を把握するための基礎的なデータ作成という
目的があることも付記しておく），
　日本新聞協会が行った調査によれば、「新聞は世論の形成に影響力があると思う」という質問項目に対し
て、「あてはまる」「まああてはまる」と答えた人の割合は、80．4％に達したcまた他のメディアで知ったニ
ュースの確認について、「新聞」が「よくある」「たまにある」と答えた人の割合は56．4％となり、「テレビ」
の60．4％とは僅差、「インターネッ日の49．9％よりも多い結果となったttまた「情報内容が信頼できる」
かについては（複数回答）、「NHKテレビ」の50．1％についで、「新聞」は40．5％であり、「民放テレビ」の
11．3％や「インターネット」の5．6％よりも多い割合であった（日本新聞協会広告委員会2003）。
　分析に当たっては、各紙の縮刷版を用いた。
　ただし、小見出しがついていても、大見出し（タイトル）や周りの内容から判断して、単に大きな記事の
中の一部分に過ぎないと判断された場合には、1記事としては数えず、また図表や写真についても、単独で1
記事とみなしうるものか、それとも他の記事に付随するものかどうかを、内容に応じて適宜判断した。さら
に基本的には記事中の全ての情報について検討しているが、ただし’‘一’面全てが俳句特集で、同時多発テロ
事件に関する俳句が1首だけの場合”あるいは“一面全てが首相の施政方針演説で同時多発テロ事件に関す
る言及がごく一部の場合’などは、該当の箇所のみについて検討を行った．いずれの場合も判断については、
複数の作業者のチェックを通して行うこととした、
　本論文は、次の研究プロジェクトにおいて得られたデータを元にしている。即ち平成14年度、および平成
15年度東洋×学社会学部「社会調査および実習⑬～同時多発テロとアフガニスタン戦争に関する新聞のメソ
セージ分析」（担当教員：島崎哲彦）である．
　平成14年度においては、今回の3名の執筆者と川島安博（東洋大学大学院社会学研究科社会学専攻博士課
程）の4名を中心に、およそ60名の履修学生（3～4年次生が中心）とともに作業を行った．平成15年度
においては、主に島崎、川上の2名を中心に、およそ50名の履修学生とともに前年度にやり残した分の作業
を行った，作業に当たってくれた学生諸君に対してここで感謝の意を記しておきたい一
　以下のカテゴリーについて統合を行った，以下も同様、
・（統合後のカテゴリー名、以下同様）「アジア諸国」：「6．中国」「7凍アジア諸国（日本・中国を除く）」
　「8東南アジア諸国」「IL南アジア諸国（パキスタン・インドを除く）」
・「イスラム圏諸国」：「13．イラン」「14．イラク」「17．中東諸国」
・「ロシア」二「21．ロシア」「22タジキスタン」「23．ウズベキスタン」「24．トルクメニスタン」「25．キルギス」
　「26．独立国家共同体」
・「その他」：「15．パレスチナ暫定自治政府」「16．イスラエル」
それぞれの総括項目は、以下のように構成した。以降も同様。
〈アメリカ関連の登場人物〉：「1．ブッシュ大統領」～「9．ジュリアー二市長」および「32．アメリカの政府
　関係者」一「38．アメリカに関するその他の人物・団体」
〈アフガニスタン関連の登場人物〉：　「11．オマル師」～「15．アブドゥラ外相」および「39．アフガニスタ
　ン・タリバン政権下の政府関係者（司法関係者含む）」～「49．アフガニスタンに関するその他の人物・団
　体」
〈アフガニスタン隣接国関連の登場人物〉：「17．ムシャラフ大統領」「27．江沢民主席1および「50．アフガニ
　スタン隣接国の政府関係者」～「56．アフガニスタン隣接国に関するその他の人物・団体」
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　　〈中東諸国関連の登場人物〉：「28．フセイン大統領」、「57．中東諸国の政府関係者」～「63．中東諸国に関す
　　るその他の人物・団体」
　　〈日本関連の登場人物〉：「18．小泉首相」～「22．柳井駐米大使」、「64．日本の政府関係者」～「70．日本に関
　　　するその他の人物・団体」
　　〈EU諸国関連の登場人物〉：「24，ブレア首相」～「26．シュレーダー首相」、「7LEU諸国の政府関係者」
　　　～「77．EU諸国に関するその他の人物・団体」
　　〈他の欧州、ロシア、独立国家共同体関連の登場人物〉：「23．プーチン大統領」、「78．EU諸国以外の欧州
　　　およびロシア、独立国家共同体の政府関係者（司法関係・者含む）」～「84．EU諸国以外の欧州およびロシ
　　　ア、独立国家共同体に関するその他の人物・団体」
　〈その他の国関連の登場人物〉：「85．その他の国の政府関係者」～「91．その他の国に関するその他の人
　　物・団体」
　〈その他の関連の登場人物〉：「10．オサマ・ビン・ラディン」、「16．ザヒルシャー国王」、「29．アナン国連事
　　務総長」、「30．緒方貞子国連難民高等弁務官」、「3L多国籍軍関係者（米英軍を除く）」および「92．国際機
　　関・会議」～「100．上記項目にいずれも該当しない」
9　　ただし、ここでの詳細項目は、「1、ブッシュ大統領」～「30．緒方貞子国連難民高等弁務官」までの特定人
　物の項目を、「32．アメリカの政府関係者」以降のあてはまる項目に含めて集計してある。あてはまる項目の
　対応は以下のとおり。あてはまる項目は表中のコード番号にL（ダッシュ）を付した。以降も同様。
　「Lブッシュ大統領」～「7，ラムズフェルド国防長官」：「32．アメリカの政府関係者」
　「8．バーバラ・リー下院議員」：「34．アメリカの議会・政党」
　「9．ジュリアー二市長」：「35．アメリカの地方行政関係者」
　「10．オサマ・ビン’ラディン」：「98．テロ組織（アルカイダのメンバーなど）」
　「11．オマル師」「12．ザイーフ駐アフガニスタン大使」：「39．アフガニスタン・タリバン政権下の政府関係者
　（司法関係者含む）」
　「13．マスード北部同盟司令官」：「44．アフガニスタン・北部同盟および暫定政権i下の軍関係者」
　「14．カルザイ氏」「15．アブドゥラ外相」：「44．アフガニスタン・北部同盟および暫定政権下の政府関係．者
　（司法関係者含む）」
　「16．ザヒルシャー国王」：「94．王族」
　「17．ムシャラフ大統領」「27、江沢民主席1：「5⑪、アフガニスタン隣接国の政府関係者」
　「18．小泉首相」一「22．柳井駐米大使」：「64．日本の政府関係者」
　「23．プーチン大統領」：「78．EU諸国以外の欧州およびロシア、独立国家共同体の政府関係者（司法関係者
　含む）」
　「24．ブレア首相」～「26．シュレーダー首相J：「71．EU諸国の政府関係者」
　「28．フセイン大統領」：「57．中東諸国の政府関係者」
　「29．アナン国連事務総長」、「30．緒方貞子国連難民高等弁務官」：「92、国際機関・会議」
10　それぞれの総括項目は、コード表上の項目では以下のように対応する。以降も同様．
　〈アメリカ関連のテーマ〉：「1．1司時多発テロ事件の概況とその続報」一「12．アメリカに関連するその他の
　　記事」
　〈アフガニスタンおよび隣接国・周辺国関連のテーマ〉：「13，オサマ・ビン・ラディンの消息」～「31．1司
　　時多発テロ事件およびアフガン進攻に対する中東諸国の動向」
　〈日本関連のテーマ〉：「32．同時多発テロ事件に対する日本政府の諸対応」～「44．日本に関連するその他
　　の記事」
　〈諸外国・国際機関関連のテーマ〉：「45．同時多発テロ事件およびアフガン進攻を誘発した歴史的背景」以
　　隆
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【Abstract】
　　　　　Japanese　Newspapers　on　9／11　and　the　Afghanistan　War：
A　Content　Analysis　of　Articles　in　the　Asahi，　Mainichi，　and　Yo〃ziuri
SHIMAZAKI　Akihiko
　　　　　　　　TSUJI　Izumi
KAWAKAMI　Takayuki
　　　　In　this　article，　we　have　conducted　a　content　analysis　of　newspaper　articles　related　on
亡he　9／11　attack　and　the　war　in　Afghanistan，　in　order　to　revea団aws　in　newspaper　joumalism
in　Japan．　This　analysis　focused　on　articles　published　between　September　12，2001，　and
March　31，2002，　in　three　major　Japanese　daily　papers：the　Asahi，　Mainichi，　and　Yomiuri，
From　our　analysis　we　have　made　a　number　of　useful　observations．
　　　　First，　we　noted　the　remarkable　number　of　articles　on　the　subjects　of　9／11　and　the
Afghanistan　War：17，877　in　all（6，233　in　the　Asahi，5，544　in　the　Mainichi，　and　6，010　in　the
Yom、伽の．
　　　　Second，　we　determined　that　these　articles　appeared　not　only　on　the　front　pages　of　their
papers，　but　also　on　pages　devoted　to　household　topics，　culture，　and　even　sports．　This
suggests　that　the　effects　of　the　events　in　question　were　tremendously　pervasive．
　　　Third，　we　believe　there　is　a　bias　refiected　in　the　sources　was　considerably　more　than
that　of　those　written　based　on　inforrnation　originating　in　the　Middle　East、
　　　Finally，　we　noted　that　these　articles　lacked　any　sense　of　constructive　criticism．　Most
（88．6％），rather，　contained　only　information，　Without　commentary．
　　　It　is　the　conclusion　of　this　article　that　the　objectivity　and　neutrality　of　Japanese
newspapers　have　become　a　dead　letter．　Ill　preparation　for　a　global　society，　we　Japanese　mtlst
consider　these　problems　more　fully、
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